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裏面もご覧ください

すまい再建
４つの支援策
11月 20日から
受付をはじめます

「すまい再建」にかかる支援策を実施します
　熊本県では、熊本地震により被災し、県内に住まいを再建される世帯を対象に「すまいの
再建」に係る４つの支援策を実施します。

◇支援策の対象になる世帯（いずれかに該当すること）
　・応急仮設住宅の入居世帯
　・全壊または大規模半壊のり災証明書の交付世帯
　・半壊のり災証明書の交付世帯で、解体した世帯
　・法に基づく長期避難世帯

Q. ４つの支援策の対象世帯は、住民票上の世帯になるのか？り災証明書上の世帯か？
　A. り災証明書上の世帯になります。

Q. 元々一つだった世帯が、２か所に再建した場合、それぞれが対象か？
　A. り災世帯で１回のみの助成。どちらかの世帯を選択していただきます。

Q. 申請するタイミングは？
　A. 再建先となる住所に転居を完了した後に申請いただきます。

Q. すでに再建先となる住居に転居している場合は対象となるのか？
　A. 遡って対象となります。

Q. 被災者生活再建支援金をもらっていても対象となるか？
　A. 対象になります。

Q. 転居完了後の申請ではあるが、世帯のうち一部が仮設住宅に残る場合、申請は可能か？
　A. 転居確認が必要となるため、全員が転居後申請してもらうこととなります。

「すまい再建」４つの支援策とは？

① 60歳以上の方に向けた支援
②一定額までの利子負担を軽減
③民間賃貸住宅への入居費用を助成
④引越時の転居費用を助成

自宅再建希望世帯

こんな場合は？Ｑ＆Ａ ※①と②は併用できません

① 60歳以上の方に
　 向けた支援
毎月支払う利子の一部を助成、
月々の負担を軽減します

リバースモーゲージ型の
融資に対する

利子相当分を
一括助成

②一定額までの
　利子負担を軽減
  借入額（850 万円まで）の
  利子を助成します

子育て世帯も安心して
借りられるよう

利子相当分を
一括助成

③民間賃貸住宅への
　入居費用を助成
　   民間賃貸住宅入居の
　   初期負担を軽減します

礼金 ･仲介手数料を含め
初期費用を

一律 20万円助成

民間賃貸住宅希望世帯

利 一

公営住宅希望世帯を含む全ての世帯

④引越時の転居費用を助成
引越する際の負担を軽減

引越費用を一律 10万円助成

自宅再建 民間賃貸住宅 公営住宅自宅再建 民間賃貸住宅 公営住宅



引越時の転居費用を助成

民間賃貸住宅への入居費用を助成60歳以上の方に向けた支援
美里町ホームページ

● 助成内容
　県内で自宅を再建するために、金融機関等からリバースモーゲージ型の融資を受けた場合、その利子ぶんに対して助成を行います。
● 助成の考え方
　助成対象借入額は、借入額のうち 850 万円まで（850 万円以上借入れの場合、850 万円として助成額を算定します。）

リバースモーゲージ（高齢者向け返済特例）型融資とは？

土地や建物を担保
返済は利子のみ
元金は、借入者が亡くな
られた時に、担保の土地
や建物を売却し返済する

のみ
ポイント

毎月の返済は利息のみで、借入
金の元金は申込人全員が亡くな
られたときに、住宅や土地の売
却等により、一括して返済する
もの。借入の条件などは、各金
融機関にお尋ねください。

● 申請に必要な書類
　①り災証明書（写）
　②住民票（再建した住宅に入居する世帯全員のもの）
　③住宅債務に係る金銭消費賃貸借契約書、抵当権設定契約書および返済予定表の写し
　④入居者一覧
　⑤その他知事が必要と認めるもの　

○ 助成額　借入額（限度額 850 万円）×利率（※１）× 20年分
※１．借入時の住宅金融支援機構（災害復興住宅融資）の利率と実際の借入契約の利率のいずれか低い利率とします。　

※左記の他にも必要となる書類がある
場合があります。詳しくはお問い合わ
せください。

一定額までの利子負担を軽減
● 助成内容
　県内で自宅を再建するために、金融機関等から融資を受けた場合、その利子分に対して助成を行います。
● 助成の考え方
　助成対象借入額は、借入額のうち 850 万円まで　（850 万円以上借入れの場合、850 万円として助成額を算定します。）

○ 助成額　借入額（限度額 850 万円）×利率（※２）と実際の借入期間に基づき算定
　　　　　（元利均等返済の利子計算方法により算定）
※２．借入時の住宅金融支援機構（災害復興住宅融資）の利率と実際の借入契約の利率のいずれか低い利率とします。

● 収入要件
　・世帯収入（世帯員の合計）500 万円以下（前年の課税証明書の合計）
　・子育て世帯については、子ども１人の場合 550 万円、2人の場合 600 万円、3人以上の場合 700 万円に収入要件を緩和します。
　・高齢者、障がい者についても、緩和措置があります。
　・個人事業者等は所得で判断します。
● 申請に必要な書類
　①り災証明書（写）
　②住民票（再建した住宅に入居する世帯全員のもの）
　③住宅を再建し、その住居に入居した日の属する年の前年の課税証明書（世帯全員ぶん）
　④住宅債務に係る金銭消費賃貸借契約書、抵当権設定契約書および返済予定表の写し
　⑤入居者一覧
　⑥その他知事が必要と認めるもの

※左記の他にも必要となる書類がある場
合があります。詳しくはお問い合わせく
ださい。
※日本財団わがまち基金「被災住宅再建
資金助成事業」との併用はできません。

● 助成内容
　民間賃貸住宅へ入居する際に必要な礼金
や仲介手数料等の初期費用を助成します。　
● 助成の考え方
　・一律 20 万円を助成
　・現在入居されている借上型（みなし）
　　仮設住宅について、個人名義の契約に
　　切り替えられる場合も適用されます。

●申請に必要な書類
　①交付申請書
　②り災証明書（写）
　③住民票の写し（世帯全員ぶん）
　④入居した民間賃貸住宅に係る賃貸契約書（写）
　⑤口座振替申出書
　　（申請者の口座でない場合は受領委任状を含む）
　⑥解体証明書（半壊の場合）
　⑦その他町長が必要と認めるもの

● 助成内容
　仮設住宅などから自宅、民間賃貸住宅、公営住宅等へ転居する際の転居費用を助成します。
● 助成の考え方
　・一律 10 万円を助成
　・現在入居されている借上型（みなし）仮設住宅について、
　　個人名義の契約に切り替えられる場合は適用になりません。
● このような場合も対象になります！
　・仮設住宅に入らず、被災した住宅から直接再建先へ移転した場合
　・自宅を解体し、同敷地内の納屋等で生活した場合
　・（対象の要件に合致するのが条件で）公営住宅や親戚宅等などで生活していた場合
● 申請に必要な書類
　①交付申請書
　②り災証明書（写）
　③住民票の写し（再建した住宅に入居する世帯全員のもの）
　④移転先の入居に関する契約書等（写）
　⑤口座振替申出書（申請者の口座でない場合は受領委任状を含む）
　⑥本人確認書類
　⑦解体証明書（半壊の場合）
　⑧その他町長が必要と認めるもの

◇ 申請手続きについて
　 申請手続は、被災時にお住まいだった市町村で行っていただくことになります。
　 申請の受付については、11 月上旬以降から各市町村において随時開始されます。

◇ 詳しい内容の確認について
　 福祉課子ども・生活支援係または被災時にお住まいだった市町村の窓口、
 　県庁健康福祉政策課すまい対策室へお問い合わせください。
◇ 問合先（窓口）
　・砥用庁舎　福祉課子ども・生活支援係　☎４７-１１１６（直通）
　・（他市町村）被災時にお住まいだった市町村の窓口へお電話ください。
　・県庁健康福祉政策課すまい対策室　☎０９６－３３３－２８3９

美里町の受付開始日：11月20日（月）から
　　　　　　申請先：役場両庁舎　被災者支援相談窓口

、
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